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を予測する手法である。改良前の警報発令フローを図1に示
す。警報発令フローは、前提条件の判断、警戒積乱雲の
検出、警報範囲の設定、警報発令の流れとなっている。最
初に、突風が発生しやすいと考えられる気象条件を警報発
令の前提条件として設定する。前提条件は2つあり、1つは
天気図をもとにした寒冷前線の通過する時間帯である。もう
1つは、気象庁が配信する竜巻の発生可能性の程度を表す
情報である竜巻発生確度ナウキャスト3）の確度2が発表され
ている時間帯および領域である。これら2つのどちらかを満た
す時間帯と領域を警報発令の前提条件とする。次に、前提
条件を満たす時間帯と領域に対して警戒積乱雲の検出を行
う。検出には、気象庁のCバンド気象レーダーのデータを用
いる。①雨の強さ、②雲の高さ、③雨の強い領域の大きさ
を積乱雲の強さのパラメータとして、基準値を上回る積乱雲
を検出する。その次に、検出された警戒積乱雲に対して警
報範囲の設定を行う。警報範囲は、警戒積乱雲を中心に
北から南東135度、半径38kmの固定された領域として設定
する。これは、過去の突風事例を調査して、その突風を発
生させた積乱雲の移動距離と移動方向を包含する範囲とし
て決定している。最後に、警報範囲に含まれる線路の区間
を照査し、その区間を運転中止とする。

この突風予測手法の現在の試行線区は、羽越本線・新
津～羽後本荘間、陸羽西線・余目～清川間、白新線・新
潟～新発田間、信越本線・長岡～新潟間、越後線・柏崎
～新潟間、弥彦線・弥彦～東三条間である。試行時期は、
毎年11月から翌年3月までである。

突風予測手法は、羽越本線列車事故の原因とされている
突風を含む冬期間に日本海側で発生した突風を一定の割合
で捕捉することができる。これにより、風速計では捉えること
が難しい局所的な突風に対して、列車運行の安全性を向上

強風に対して列車を安全に走行させるため、鉄道事業者
は線路沿線に風速計を設置して、基準値以上の風速が観
測されるときには速度規制や運転中止といった列車運転規制
を行っている。一方、突風は空間スケールが小さく風速計で
は捉えることが困難であり、2005年12月に発生した羽越本線
列車事故の鉄道事故調査報告書1）においても、気象観測
技術や情報処理技術などの進歩にも注目しつつ、広く研究
を重ねることにより、実効性のある突風対策の実現に向けて
真摯に取り組むべきとされている。そこで、東日本旅客鉄道
株式会社（以下、JR東日本とする）では、気象庁から配信
される気象データを活用することで突風の発生を予測して列
車運転規制を行う手法（以下、突風予測手法とする）を開発
した2）。この突風予測手法は、2008年1月よりJR東日本管内
の日本海側エリアで冬期間に試行されている。

この突風予測手法は、試行開始から5年以上が経過した。
この期間に気象庁から配信される気象情報が充実するととも
に、解析や評価に利用できる突風事例が増加した。これら
の背景から、突風予測精度や運用利便性を向上できる可能
性が出てきたため、本研究において突風予測手法の改良に
取り組んだ。本稿では、突風予測手法の改良の概要と結果
について述べる。

改良前の突風予測手法の概要と課題2.
竜巻などの突風は、一般的に強い積乱雲から発生する。

突風予測手法は、気象情報から積乱雲の強さを定量的に
評価して、突風を発生させる可能性があると考えられる積乱
雲（以下、警戒積乱雲とする）を捉えることで、突風の発生
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させることが可能である。一方で、この手法は開発当時の知
見や気象情報に基づいているため、その後の新たな情報を
活用することで突風予測精度や運用利便性を向上できる可能
性がある。突風予測精度の向上に関わる要因としては、新た
な気象情報の配信、気象情報の分解能向上、試行実績の
蓄積、精度検証のための突風事例の増加などが挙げられる。
また、運用利便性について、警報発令の前提条件である寒
冷前線の通過が人の判断で行われているが、ヒューマンエ
ラーの防止、条件判断の画一化、運用システムの簡略化な
どの観点からは運用の自動化が望ましい。寒冷前線の通過
判断を新たな気象情報で代替することができれば、運用の自
動化が可能になり手法の利便性が大きく向上する。次章では、
これらを踏まえた突風予測手法の改良について検討する。

突風予測手法の改良点3.
自然現象に対して列車運転規制を行う際の基本は、必

要な安全性を確保したうえで、できる限り運行を安定的に行
うことである4）。一般的には、列車運転規制の安全性と安
定性はトレードオフの関係にある。今回の突風予測手法の
改良にあたっては、改良前と同等の安全性を確保すること
を基本として安定性の向上を図ることとした。評価対象とす
る突風事例は気象庁が公開する竜巻等の突風データベー
ス5）から抽出した。突風予測手法の当初開発時の検証に
用いた突風9事例に2010～2014年の冬期（10～3月）にJR
東日本管内で発生した藤田スケール6）F1以上の突風8事例
を加えた全17事例（以下、評価突風事例とする）を選定した。
なお、データベースでF0～F1としている突風はF1として扱

い、評価対象とした。
改良後の警報発令フローを図2に示す。3.1～3.3節では、

それぞれ1.前提条件、2.警戒積乱雲検出、3.警報範囲設
定の改良点について述べる。

3.1　前提条件

警報発令の前提条件について、改良前は寒冷前線の通
過と竜巻発生確度ナウキャスト確度2のOR条件としていた。
評価突風事例のうち竜巻発生確度ナウキャストの配信が開
始された2010年5月27日以降の事例を調査した結果、改良
前の前提条件を満たす突風については、いずれも竜巻発生
確度ナウキャスト確度1以上が発表されていたことを確認し
た。そこで、改良前の前提条件を、改良後は竜巻発生確
度ナウキャスト確度1以上に置き換えることとした。これにより、
人による寒冷前線の通過判断がなくなり、突風予測手法の
自動運用が可能になった。

さらに、突風が発生しないのに警報が発令される空振り
を低減するために、突風が発生しやすい気象条件を絞り込
む検討を行った。ここでは突風の発生と関連性が高いとい
われる気象現象の雷に着目することとし、気象庁が配信す
る雷の激しさや雷の可能性を表す情報である雷ナウキャス
ト7）の前提条件への追加を検討した。評価突風事例のうち
雷ナウキャストの配信が開始された2010年5月27日以降の事
例を調査した結果、雷ナウキャスト活動度1以上をAND条
件として前提条件に追加しても突風の見逃しが増加しない
ことがわかった。そこで、改良後の前提条件は、竜巻発
生確度ナウキャスト確度1以上と雷ナウキャスト活動度1以上
のAND条件とした。
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図1　改良前の警報発令フロー

図2　改良後の警報発令フロー
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（1）   警戒積乱雲を中心とした南北80km×東西50kmの周囲
4点にベクトルの計算点を設定する（図4①～④）。

（2）   各計算点を中心とした南北160km×東西100kmの領域
に対して、10分前と5分前の2つの降水画像を抽出する

（図4では、計算点①に対応する領域を例示）。
（3）   2つの降水画像の重なり位置を少しずつ変えながら雲の形

と雨の強さの相関が最も高くなる重なり位置を計算する。
（4）   2つの降水画像のずれの大きさと方向を各計算点①～④

の過去5分間の移動ベクトルV1～V4とする。
（5）   移動ベクトルV1～V4の平均ベクトルVAVEを求め、これを警

戒積乱雲の過去5分間の移動実績とする。

さらに、移動予測の信頼性を高める方法を検討した。評
価突風事例を発生させた積乱雲の移動実績を調査した結
果、ほぼ全ての事例で周囲4点の移動ベクトルV1～V4が、
VAVEに対して大きさ、方向ともにある程度の範囲におさまって
いることを確認した。そのため、大きさと方向のそれぞれに
ついてVAVEに対する基準範囲を設けて、V1～V4の1つでも基
準範囲から外れる場合には突風が発生する確率が低く、積
乱雲の移動予測の信頼性も低いものと判断し、警報範囲を
設定しないこととした。

改良後の警報範囲設定方法を図5に示す。警報範囲は、
図5の凡例の表現で警戒積乱雲領域、予測警戒領域、誤

3.2　警戒積乱雲の検出条件

警戒積乱雲の検出条件について、改良前は①雨の強さ、
②雲の高さ、③雨の強い領域の大きさの3つのパラメータを
用いていた。これらのパラメータに関して、気象レーダーデー
タの雨の強さが14階調から251階調に細分化されたことや、
精度検証のための突風事例が増加したことから、基準値の
変更を行った。また、従来は積乱雲を約5.5km四方単位のメッ
シュ（雨の強さのメッシュと雲の高さのメッシュの最小公倍数）
で検出していたが、今回の改良にあわせて雨の強さのメッシュ
と同じ約1km四方単位に細分化した。

さらに、積乱雲の移動速度がある一定の範囲内にあるこ
とを新たな検出条件として追加した。3.3節で述べる積乱雲
の移動速度の算出過程において、警戒積乱雲と似た形状
の別の積乱雲が存在する場合には、警戒積乱雲がそこへ
移動したものと判断され、異常に大きなもしくは小さな移動速
度が算出される可能性がある。このようにして生じる可能性
のある異常値の除去を目的として、評価突風事例を発生さ
せた積乱雲の移動実績を調査し、積乱雲の移動速度の下
限値と上限値を決定した。

3.3　警報範囲の設定方法

図3には、警報範囲設定方法のイメージを示す。改良前
の警報範囲は、警戒積乱雲を中心とした北～南東の半径
38kmで固定していた（図3（a））。この方法では、積乱雲の
移動距離と移動方向をほぼ確実に捉えられる一方で、実際
の積乱雲の移動に対して警報範囲が広くなり、積乱雲が移
動しない領域にも警報が発令される。そこで、積乱雲の過
去の移動実績から将来の移動位置をリアルタイムで予測し
て、その予測に予測誤差を加味した警報範囲をその都度設
定する方法を検討した（図3（b））。

図4に、警戒積乱雲の過去の移動実績の導出イメージを
示す。移動実績のもととなるベクトルの計算には相互相関法8）

を用いる。導出の流れは以下のとおりである。

(a) 改良前 (b) 改良後

北

南東

図3　警報範囲設定方法のイメージ
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図4　警戒積乱雲の移動実績の導出イメージ
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差警戒領域（距離）および誤差警戒領域（方向）を足し合わ
せた範囲として設定する。警戒積乱雲領域は、3.2節で述
べたとおり約1km四方単位のメッシュとして検出される領域で
ある。予測警戒領域は、積乱雲が過去の移動実績と同じ
方向に同じ速度で移動を続けると仮定し、警戒積乱雲の現
在位置から20分先の予測位置（距離L =4VAVE）まで警戒積
乱雲を平行移動させたときに通過する領域である。予測先
時間を20分としたのは、気象情報の更新周期、情報の配信
遅れおよび警報が発令されてから列車が停車するまでの余
裕時間を考慮するためである。誤差警戒領域（距離）は、
距離の予測誤差を考慮して設定する領域である。その領域
の大きさは、評価突風事例を発生させた積乱雲の実際の移
動距離と予測した移動距離との比を調査し、その比の標準
偏差から決定した。誤差警戒領域（方向）は、方向の予測
誤差を考慮して設定する領域である。その領域の大きさは、
積乱雲の実際の移動方向と予測した移動方向との差を調査
し、その差の標準偏差から決定した。

突風予測精度の評価4.

4.1　安全性の評価

安全性は、評価突風事例の捕捉数で評価した。ここでは、
突風発生の20分前に突風発生地点が警報範囲に入った事
例を捕捉とした。なお、竜巻発生確度ナウキャストと雷ナウキャ
ストが配信されていない2010年5月26日以前の9事例は、過
去のデータで前提条件を検証することができない。そのため、
これらのうち3事例については関係資料3）、7）、9）、10）から突風発
生時のナウキャスト発表状況を推定し、それ以外の突風につ
いては改良前の前提条件を満たす事例は改良後も前提条
件を満たすものと仮定した。表1より、改良前、改良後ともに
突風の捕捉数は17事例中9事例で捕捉率は53%である。以
上より、突風予測手法は改良前後で同等の安全性となること
を確認した。

4.2　安定性の評価

安定性は、警報時間で評価した。2010～2013年度の試
行期間において試行エリアで発令される警報延べ時間をシ
ミュレーションにより比較した。その結果を図6に示す。改良
前と比較して改良後では警報延べ時間が73%減となり、安
定性が大きく向上することを確認した。

おわりに5.
本研究では、JR東日本管内の日本海側エリアで冬期間に

試行している突風予測手法を改良し、突風予測精度と運用
利便性の向上を図った。

（1）   警報発令の前提条件の改良を行い、人の判断による寒
冷前線の通過を気象庁配信の竜巻発生確度ナウキャス
ト確度1以上に置き換えた。その結果、手法運用が自動
化され、ヒューマンエラーの防止、条件判断の画一化、
運用システムの簡略化を可能にした。

（2）   警報発令フローにおける各条件を見直すことで、安全
性を改良前と同等に保ちつつ、安定性の向上を図った。
その結果、現行の試行エリアにおける警報延べ時間を
改良前と比較して73%低減した。

改良した突風予測手法は、2015年11月より試行エリアに
導入している。
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図6　改良前に対する改良後の警報時間の変化
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表1　改良前後の突風捕捉数（捕捉数/評価数）


